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１．背景と目的  

 地域振興を意図した施策や事業，イベントなど各種の取り組みが各所で行われている．このような振興策の

経済効果の分析は従来から産業連関表で行われてきた．産業連関表は国が概ね 5 年毎に作成しており,その結

果を参考として都道府県が行政区域範囲の産業連関表を作成している．一部を除けば，その範囲が最小範囲と

なるため，市町村等の実施した事業やイベントの効果をその範囲で分析することはできなかった．この問題を

解消するため，主に都道府県で作成された産業連関表を基礎データとして市町村レベルの産業連関表を作成す

る方法が提案 1,2)された．また，3EID3)など産業連関表による産業部門連関を考慮した CO2 排出量解析手法及

びデータが公開されている． 

 本研究では，既存文献を参考として地域産業連関表を作成して，地域内で行われるイベントの経済効果と

CO2 排出量の解析を行うことで目的に行ったものである． 

２．研究の方法  

(1) 対象地域とイベント 

 本研究では和歌山県中部の和歌山県日高振興局管内の御坊市など 1 市 6 町（人口 76.5 千人 H27.4)を対象と

する． 

 また，経済効果及び CO2 排出解析の対象のイベントとしては，御坊市で毎年 12 月に開催されてる「きのく

にロボットフェスティバル」を対象とする．このイベントは小中学校生によるロボット競技会と高専ロボコン

全国大会参加作品と企業ロボットのデモと展示を中心としたイベントで関東からも参加者がおり，参加者数が

8 千人（延べ入場者数，主催者発表）を超える大規模なイ

ベントである． 

(2) 地域産業連関表の作成方法 

 産業連関表は，平成 17 年和歌山県産業連関表 108 部門

表 4)（以下「県産連表」を基本ベースとして作成を行う．

作成方法は，和歌山県統計年鑑 5)等により域内総生産額を

推定し，その値をコントロールトータル（CT）として，

県産連表の投入係数表を用いて各部門に配分する方法を

基本とする．手法の概要を表-1 にまとめる． 

(3)産業連関表を用いた経済分析 

 誘発分の経済分析は品目ごと（行別）の輸入比率が同一

と仮定した下式(1)を用いる． 

       EYMIAMIIX 
 ˆˆ 1

 ··························· (1) 

 ここで，X：域内生産額ベクトル， I：単位行列，M̂ ：

対角要素が当該部門の輸入係数その他が 0 の対角行列，

A： 投入係数行列，Y ：最終需要ベクトル， E：移輸出額ベクトル（ただし，ここでは 0）である． 

 検討は直接効果と直接効果による一次波及効果，雇用者所得による二次波及効果の合算の方法による． 

 キーワード 地域産業連関表，CO2排出 

 連絡先   〒644-0023 和歌山県御坊市名田町野島 77 ＴＥＬ0738-29-8458 

表-1 地域産業連関表の作成方法の概要 

計算方法

農林水産

業

産出額の比．利用できない場合は関連

面積の比等

鉱業 域内産出0

製造業
関連する製造業32部門別製造品出荷

額の比

商業・金

融・サービ

ス業

関連産業部門の従業員数の比

取引額配

分
県産連表・投入係数により配分

粗付加価値部門の行和を列和とする．

県産連表・列部門構成比により配分

県産連表の額を人口比で配分

県産連表の額を普通会計決算額の比

で配分

土木部門生産額を県産連表の構成比

で該当部門に全額配分

建築部門生産額を県産連表の構成比

で当該部門に配分．残額を公的部門

に配分

移輸出 県外分 県産連表・移輸出率

移輸入 県外分 県産連表・移輸入率

移輸出 県内分

移輸入 県内分

全体の差分　プラスの場合　移出，マイ

ナスの場合　移入

一般会計消費支出

域内総固定資本形成（公

的）

域内総固定資本形成（民

間）

粗付加価値部門 県産連表・粗付加価値部門の投入係数で配分

最

終

需

要

部

門

家計外消費支出

民間消費支出

部門区分

内

生

部

門

町内

生産額

(CT)
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(4)CO2排出解析 

 誘発分の CO2 排出解析は産業連関における分析手法の応用で下式の 2 式を使って行う． 

     EYMIAMIILLCO 
 ˆˆˆ2

1
 ···················································································· (2) 

   EYAILLCO  1ˆ2  ···································································································· (3) 

 ここで， 2LCO ：部門別 CO2 排出量ベクトル， L̂：対角要素が部門別生産額当たり CO2 排出量その他が 0

の対角行列である．(2)式が域内のみの誘発排出量，(3)式が擬似的に全誘発排出量となる． 

(5) 最終需要額と部門配分 

 イベントにともなう最終需要額は，入手した決算データと来場者，来賓等のデータにもとづいて各部門に配

分する． 

３．検討結果 

(1) 経済波及効果 

 直接効果額及び誘発額を図-1 に示す．約 12

百万円の直接支出に対して，一次，二次波及

とも約 2 百万円の効果額が算定され，全体で

約 16 百万円の経済効果となった．誘発額の

大きさとしては移輸入比率が大きい関係で県単位や国単位で検討するより小さい値となっている． 

 また，一次波及における支出は，二次波及の検討対象である雇用所得の支出に比較して域内調達比率が小さ

い（＝移輸入比率が大きい）ため，直接分の金額に比例した誘発額になっていない． 

(2) CO2排出量 

 CO2排出量計算結果は図-2 に示す． 

 直接分は，直接効果額に生産額当たり CO2 排出量を乗

じて計算した．経済効果においては，一次波及は二次波

及より少ない額となったが，CO2 排出量では一次分は二

次分の約 3 倍の排出量となっている．温室効果ガスの環

境影響は場所・時間を問わないと考えることができるの

で，このだけの差があるため CO2 排出量の検討において

地域内排出量を扱う場合には留意が必要になると考えら

れる． 

 また，差が出た要因として特に挙げられるのは，電力

消費と自家輸送部門（主に県外からの応援と考えられる分を計上した）がある．この両者は消費額，誘発額と

も金額が一次波及分が大きくなっており，CO2排出量の差は域内排出で 1.8 t-CO2であり，その差がそのまま，

両者の差になっている． 
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